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１．納付書印刷に関する整理(例)

(基幹系)賦課システム

(基幹系)統合収納システム

財務会計システム

その他業務(収納)システム

OAツール

手書き

納付書

納付書

納付書

納付書

納付書

納付書

(基幹系)賦課システム

(基幹系)統合収納システム

財務会計システム

その他業務(収納)システム

納付書(ｅＬQR)

OAツール､手書き納付書は
ｅLTAXの対応はしない
(AsＩｓとおり)

AsＩs ToBe

納付書(ｅＬQR)

共通納税IFS

納付書(ｅＬQR)

共通納税IFS

納付書(ｅＬQR)

共通納税IFS

取捨選択

①

②

③

ToBeでは､①または②の
選択肢への統合もあり

(賦課システムでの納付書印刷分も
共通納税IFSとのデータ交換は統合収納システムで行う)
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２．収納チャネルに関する整理(例)

AsＩs

金融機関窓口収納

口座振替

コンビニ収納

クレジット収納

地方税納入サービス

eLQR銀行窓口

eLQRスマホ決済

地方税共通納税システム

指定代理金融機関

収納代理金融機関

収受代行事業者

コンビニ収納代行事業者

クレジットカード事業者

指定代理金融機関

地方税共同機構(LTA)

口振収納金融機関Ａ

口振収納金融機関B

…

共通納税IFS

全銀フォーマット

全銀フォーマット

OCR読込

パンチ入力

済通

コンビニ事業者
フォーマット

クレジット事業者
フォーマット

地方税納付(地銀協)
フォーマット

共通納税
フォーマット

統合収納システム

その他業務システム

財務会計システム

消
込
デ
ー
タ
作
成

BPOサービス

消込データ

コンビニ
データ

クレジット
データ

口座
データ

地方税納入サービス
データ

共通納税
データ

消込データ

コンビニ
データ

口座
データ

領収済
明細表

財務会計用
消込データ

(統合収納分を除く)

手処理(紙台帳管理)

財
務

会
計

用
消

込
デ

ー
タ
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２．収納チャネルに関する整理(例)

ToBe

金融機関窓口収納

口座振替

コンビニ収納

クレジット収納

地方税納入サービス

eLQR銀行窓口

eLQRスマホ決済

地方税共通納税システム

指定代理金融機関

収納代理金融機関

収受代行事業者

コンビニ収納代行事業者

クレジットカード事業者

指定代理金融機関

地方税共同機構(LTA)

口振収納金融機関Ａ

口振収納金融機関B

…

共通納税IFS

全銀フォーマット

全銀フォーマット

OCR読込

パンチ入力

済通

コンビニ事業者
フォーマット

クレジット事業者
フォーマット

地方税納付(地銀協)
フォーマット

共通納税
フォーマット

統合収納システム
(国保､後期､介護等に
ｅLTAX対応追加)

その他業務システム
（ｅLTAX対応追加)

財務会計システム
(ｅＬＴＡＸ対応追加)

消
込
デ
ー
タ
作
成

BPOサービス

消込データ

コンビニ
データ

クレジット
データ

口座
データ

地方税納入サービス
データ

共通納税
データ

消込データ

コンビニ
データ

口座
データ

領収済
明細表

財務会計用
消込データ

(統合収納分を除く)

手処理(紙台帳管理)
(ｅLTAX対応なし)

財
務

会
計

用
消

込
デ

ー
タ

共通納税
データ

共通納税
データ

振分・分割

そ
の
他
業
務
シ
ス
テ
ム
の

ｅLT
A
X

分
を
追
加
対
応

消
込

済
デ

ー
タ(振分・分割処理を新設)

(
e
L
T
A
X

以
外
の
チ
ャ
ネ
ル
で
納
入
さ
れ
た
場
合
の
消
込
処
理
を
新
設)

(

こ
の
チ
ャ
ネ
ル
の
件
数
が
増
加)

(このチャネルは減少または廃止)
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３．公金納付のデジタル化(TｏBｅ)に関する主な要件(案)
要件 内容

１ 税目・料金番号､案
件特定キー､確認番
号の設定

• 税目・料金番号：地方団体が収納する公金の種類を識別するための3桁の番号。
• 案件特定キー：地方団体が発付する納付書を一意に特定するための20桁のキー情報。
• 確認番号：地方団体が発付する納付書を一意に特定するための情報の一部で6桁の番号で､以下の例のような用途で使う。

→ ｢案件特定キー｣のみで納付書を特定できるようにし､｢確認番号｣はパスワードのように扱う。
→ 各種地方税や公金の各期別分の納付書については｢案件特定キー｣を同一とし､｢確認番号｣で期別分を見分けて納付書を特定する。
→ 利用者ごとに｢案件特定キー｣を採番することとし､｢確認番号｣で個別の納付書を見分けて納付書を特定する。

２ 納付書情報のアップ
ロード

• 全件アップロード方式：納付書発付のタイミングで全件をアップロードする方式。
• 選択アップロード方式：利用者からの依頼後に都度アップロードする方式。

→ 納付書情報ファイルは､地方団体が発付する納付書に対応する情報を｢統一納付書マスタ｣に登録するためのファイルで､納付書情報の登録､更新､削除を行
う際に使用する。

３ 納付情報の連携 • 納付情報管理ファイル：利用者が納付前に発行依頼を行った情報を通知するためのファイル。
→ (選択アップロード方式の場合)利用者が納付書に記載された｢eL番号｣を入力して納付書情報を照会しようとした際に､システムにその情報がまだ登録さ

れていない場合､利用者はシステムを通じて地方団体に対してその納付書情報を登録するよう依頼することになる。
→ (選択アップロード方式の場合)納付書情報の登録依頼が行われた場合には､基幹システムから該当する納付書情報を抽出し､共通納税IFSにアップロード

する。
→ 納付額コード(延滞金等の内訳金額)は｢納付情報管理ファイル｣にのみ保持しているため､当該情報の取り込みが必要な地方団体は｢納付情報管理ファイル｣

を取り込むことが必要。
• 納付情報ファイル：利用者が納付を行った情報を通知するためのファイル。

→ 納付情報ファイル(納付日)：利用者が納付を行った日(納付日)の翌日に通知。
→ 納付情報ファイル(入金日)：入金日当日(入金日は納付日から2日後または3日後)に通知。

４ 納付書情報の更新 • ステータス管理：納付可否のステータス管理や延滞金の追加などの更新が可能。

５ 各種収納チャネルへ
の対応

• MPN収納：オンライン方式､情報リンク方式､ダイレクト方式に対応。
• クレジットカード納付：クレジットカードによる納付に対応。
• 金融機関窓口での納付：QRコード読取による納付に対応。
• ペイアプリ等での納付：スマホ決済アプリによる納付に対応。

６ 共通納税機関コード
の設定

• コードの取得と管理：地方団体ごとに最大3つまでの共通納税機関コードを取得し､管理。

７ システム連携 • 基幹システム等との連携：共通納税IFS(旧審査システム)と基幹システム等を連携し､納付書情報のアップロードや納付情報のダウンロードを行う

８ 運用管理 • 過誤納防止：多重納付防止のための制御。
• システム負荷の分散：大量のアップロードが見込まれる場合の負荷分散対策。
• ステータス確認：納付状況のリアルタイム確認。
• 定期削除：納付書情報や納付情報ファイルの定期削除。
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４．公金納付のデジタル化に係るシステム導入検討手順(案)

作業項目 作業内容 備考

１ ＡｓＩｓフローの
整理(棚卸し)

• 各々の税目・料金番号に関して､税､公債権､私
債権の発生から納付書作成､収納､会計に関す
るフロー､関係システム・ＢＰＯ等を棚卸しする。

• 各々の税目・料金番号に関して､前払式支払手段の制約を受
ける公金とそうでないものの仕分けもあわせて行う。

２ 税目・料金番号の
用途の整理

• 税目・料金番号｢２１５分担金｣｢２１６負担金｣｢２
１７使用料｣｢２１８手数料｣｢２１９その他｣の使用
の有無､使用方法について検討する。

• 税目・料金番号｢２５１～２６０｣の使用の有無､使
用方法について検討する。

• 例えば２１７で複数の使用料を扱う場合は､｢案件特定キー20
桁(納付書を特定するキー情報)｣で区別できるようにし､｢確
認番号6桁(納付書に記載して利用者へ通知した確認番号)｣
の採番単位､採番ルールもあわせて検討する。

３ 入金口座の
検討

• 入金口座について､｢①地方税､②普通会計の地
方税以外の公金､③上下水道｣とするなど､３つ
の｢共通納税機関コード・納付情報ファイル・入
金口座｣の内訳を検討する。

４ 案件特定キーの
検討

• ｢案件特定キー20桁(納付書を特定するキー情
報)｣の採番単位､採番ルールを検討する。

• とくに､税目・料金番号｢２１５～２１９｣および｢２５１～２６０｣に
ついての採番単位､採番ルールの検討は重要。

５ 確認番号の
検討

• ｢確認番号6桁(納付書に記載して利用者へ通
知した確認番号)｣の採番単位､採番ルールを検
討する。

6 ＴｏＢｅフローの
検討(納付書)

• 各々の税目・料金番号に関して､納付書印刷､納
付書情報登録ファイル作成・登録に関するフ
ロー､関係システム・ＢＰＯ等を整理する。
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４．公金納付のデジタル化に係るシステム導入検討手順(案)

作業項目 作業内容 備考

7 集合納付の
検討

• ｢集合納付｣に関する｢案件特定キー
20桁(納付書を特定するキー情
報)｣､｢確認番号6桁(納付書に記載
して利用者へ通知した確認番号)｣
の採番単位､採番ルールと､同情報
からの分割方法・運用・システムを
検討する。

• ｢集合納付｣では前払式支払手段の制約を受ける公金とそうでないものを
集合させないように集合方法・運用・システムを検討する。

• システムでの制御する場合､｢２１１自動車保管場所証明申請手数料｣[２１
２自動車保管場所標章交付手数料｣｢２１３自動車保管場所証明申請手数
料(ＯＳＳ)｣｢２１４自動車保管場所標章交付手数料(ＯＳＳ)｣｢２２２(宅建業
電子申請システムで扱う手数料｣｢２９５・２９６たばこ税(ｅＬＴＡＸ電子納
税)｣｢２９７ゴルフ場利用税(ｅＬＴＡＸ電子納税)｣｢２９８入湯税(ｅＬＴＡＸ電
子納税)｣｢２９９宿泊税(ｅＬＴＡＸ電子納税)｣がMPNに既存するなど､２０
０番台の一部は税に付番済みのため､システム制御を税目・料金番号の
｢範囲｣では行わないように注意が必要。

８ 納付書変更の
検討

• 納付書レイアウトを(変更)の検討を
行う。

• 納付書レイアウトでは､スマートフォンのカメラ等にQRコードとコンビニ
バーコードが映り込まないように､できるだけ離れた場所に印字する等の
考慮も必要。

• 納付書印刷で既存の納付書に独自のQRコードを印刷している場合､窓口
で回収されない券面部分(領収証書片)について､独自のQRコードの上
部に｢○○用｣等の記載を行うことや､印刷を取りやめる等の対策が必要。

• ゆうちょ銀行で受付可能な納付書を作成する場合や､MPN標準帳票また
はMPN標準帳票準拠帳票を作成する場合には､｢【ゆうちょ銀行】地方税
統一QRコード納付書の作成基準｣､｢【MPN】地方税統一QRコードを利
用する帳票について｣､｢【MPN】標準帳票ガイドライン｣も考慮すること。

• MPN収納・金融機関窓口での納付､クレジットカード納付､ペイアプリ等で
の納付は､各々上限額が異なるため､上限額を超えた場合の納付書の運
用や印刷システムでの制御なども検討しておく。
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４．公金納付のデジタル化に係るシステム導入検討手順(案)

作業項目 作業内容 備考

9 納付書情報登録
ファイルの検討

• 納付書情報登録ファイル(可変長CSV(UTF-8))
作成に関する運用やシステム化を検討する。

• 納付書情報ファイルに｢利用者向け確認用表示情
報｣を登録(活用)する場合は､日本語文字コード
変換(各システム→CJK統合漢字 - JIS X 
0213)についても検討する。

• 納付書発送と納付書情報登録ファイル登録との
同期・突合が可能なように､運用やシステムを検
討する

• 延滞金が発生している納付書情報について､利用
者が納付する際に合わせて納付させたい場合
は､延滞金の金額を都度､追加・更新する。

• 納付書情報ファイルは１ファイルあたり約100万件という制限
があるため､それを超過する場合はファイル分割する。

• 納付書情報ファイルのアップロード運用については､ｅLTAX側
でアップロードのタイミングがスケジューリングされる可能性も
あることに留意する必要。

• 納付書情報ファイルのアップロードに関して､地方税お支払サイ
トでの納付やペイアプリ等での納付については即時反映される
が､金融機関窓口での納付については銀行から共通納税システ
ムへの情報連携に１日～数日程度のタイムラグが生じることに
も留意する(納付書の発送タイミングを遅らせるなど)必要。

• 金融機関窓口では､｢統一納付書マスタ｣への照会を行わないた
め､仮に地方団体が｢統一納付書マスタ｣上でステータスの更新
や延滞金の追加等を行っていても､納付手続には反映されない
ので留意が必要。

10 ＴｏＢｅフローの検
討(収納)

• 各々の税目・料金番号に関して､収納､会計に関
するフロー､関係システム・ＢＰＯ等を整理する。

• 収納チャネルごとに､収納消込に関するフローを
整理する。

• 納付情報ファイル(納付日ベースと入金日ベースの２回提供され
る)について､｢納付日｣と｢入金日｣および｢複数の入金口座｣と
で､収入日計処理などの会計突合をどのタイミングでどう行う
のかなどを具体的に検討する。

• 納付情報ファイルは何回でも同じファイルを取得可能なため､二
重消込防止などの技術的安全管理措置についても､あわせて検
討する。

• 納付情報ファイルのファイル名称は､種別(28：管理ファイル､
50：納付日ファイル､48：入金日ファイル)､ファイル作成対象年
月日､ファイル通番のため､処理ミスが起きやすいことにも留意
する必要。

11 機器､ネットワーク
の検討

• ＴｏＢｅがフロー整理できたら､共通納税インタ
フェースシステム(旧審査システム)と､整理した関
係システムとの事務フローを考慮し､同システム
の端末台数､ファイル交換手段､ネットワークを整
理する。
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４．公金納付のデジタル化に係るシステム導入検討手順(案)

作業項目 作業内容 備考

12 納付情報ファイル
取得・分割・消込
に関する検討

• 納付情報ファイルの取得､分割､消込に関する運用やシ
ステムを検討する。

• 延滞金等の内訳金額(納付額コード)は「納付情報管理
ファイル」にのみ保持しているため､当該情報の取り込
みが必要な地方団体は「納付情報管理ファイル」を取り
込むことを検討する。
→ ただし､金融機関窓口での納付の場合には､「統

一納付書マスタ」に登録した内訳金額が納付情報
管理ファイルに反映されないことに注意する必要。

• 納付情報ファイルは入金口座ごとに１つのファイルが
作られる(ダウンロードは何回でも可能)ので､
1. 代表部署でファイルを分割して各業務・システムへ

渡す
2. ファイルは分割せずに同じファイルを各業務・シス

テムへ渡して､不要なものは各業務で除去・消去す
る

• といったいずれかの運用が考えられる。
• いずれの場合も､個人情報保護法上の目的外利用にな

らないように､建付けの整理を行う必要がある。

13 多重納付に関する
検討

• eL-QRやeL番号に基づく納付と､OCR番号やコンビ
ニバーコード等に基づく納付は異なる決済基盤上で処
理が行われるため､多重納付が発生するリスクがあり､
還付処理の増加に関する検討を行う。

• eL-QRやeL番号に基づく納付とは異なるチャネルか
ら収納して､仮消込となった際には､多重納付防止のた
めに｢統一納付書マスタ｣上の納付書情報のステータス
を｢納付不可(仮消込)｣に更新し､同じく､本消込となっ
た際には｢納付不可(納付済)｣に更新することの検討
を行う。

• eL-QRやeL番号に基づく納付とは異なるチャネルか
ら収納したということがわかるようにする必要。

14 個人情報ファイル
簿の整理など

• 納付書情報登録ファイル､納付情報ファイルに等に関し
て､関係する業務の個人情報ファイル簿の整備を行う。

• 納付書情報登録ファイル､納付情報ファイルに等を､マ
イナンバーと紐づけて管理する場合は､特定個人情報
保護評価に関しても再評価を行う。
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５．公金納付のデジタル化に係る弊社財務会計システムの改修方針(案)

｢地方税共通納税システム 地方税以外の公金収納に関する見積参考資料(令和６年７月版)｣に記載の対応事項に
応じて､以下の改修を行う想定です。

システム改修要件 改修対象 改修内容

1 ｅＬＴＡＸへアップロードする納
付書情報の生成

納付書情報の出力 • ｅＬＴＡＸで納付を行うために､発行した納付書・返納通知書について連携フォーマットでの
出力機能を提供する。

• 納付書の修正､再発行､消込情報についても同機能で対応する。

2 ｅＬ－ＱＲ付き納付書の発行 納付書・返納通知書 • 指定されたｅＬ-ＱＲを利用しての納付が可能となるように､必要情報が印字された納付
書・返納通知書が出力されるようにシステム改修する。

• 納付書・返納通知書に関してはMPNに準拠したフォーマットでの提供を想定する。

3 ｅＬ－ＱＲ付き納付書の発行対
象科目の管理

税目・料金番号変換保
守

• ｅＬＴＡＸにて納付可能とする公金が限定されているため､ｅＬ－ＱＲ印字有無を科目別に
制御する保守機能を提供する。

4 ｅＬ－ＱＲ付き納付書の発行対
象科目のマスタ複写機能の追
加

翌年度執行準備 • ＱＲコードの印字有無を決める科目情報を翌年度に複写する機能を提供する。

5 ｅＬＴＡＸの消込情報(納付情報
ファイル)の取込み

納付情報取込 • ｅＬＴＡＸにて納付された・入金された情報を取り込む機能を提供する。

6 収入消込・一括収入消込の改
修

収入消込・一括収入消
込

• ｅＬＴＡＸから連携された消込情報を財務会計システム上で個別で取消等ができないよう
にチェックを追加する。

7 ｢機構共通口座｣から振り込ま
れた入金情報の確認

システム対象外 －

8 eLTAXへ｢消込済｣ステータ
ス情報を更新するための納付
書情報の生成

納付書情報の出力 • 他の収納チャネルで消込済みとなった納付書について､ｅＬＴＡＸで納付できないようにす
るために消込情報の出力機能を提供する。



© NEC Corporation 2024 12

６．公金納付のデジタル化に係る懸念事項

懸念事項 懸念内容

1 全件アップロード方式を採用していることは､ｅLTAX利用
者側でも把握できますでしょうか。

全件アップロードでの運用を想定した場合においては､納付書情報の登録依
頼がくることは想定していないので､そうしたイレギュラーパターンが発生し
ないようになっているかどうかの確認がとりたいです。

2 延滞金のデジタル化はどのように検討すればよいのでしょ
うか。

｢金融機関窓口では､統一納付書マスタへの照会を行わないため､仮に地方団
体が統一納付書マスタ上でステータスの更新や延滞金の追加等を行っていて
も､納付手続には反映されない｣との制限から､納付書を分けるしかないと思
いますが､その場合には｢納付書情報の納付額の更新は想定していない。｣と
いう制限になり､結果的に延滞金の電子化は不可能ではないでしょうか。

3 「統一納付書マスタ」上の納付書情報のステータスの更新
については､仮消込だけでは運用に支障がでますでしょう
か。
また､同じ情報を重複して更新しても､処理は続行できます
でしょうか。

他の収納チャネルで「統一納付書マスタ」上の納付書情報のステータスを「納
付不可（仮消込）」に更新し､本消込となった際に「納付不可（納付済）」に更新
するとありますが､２回実施することの事務負担が大きいと思われます。
また､前回との差分や収納チャネルを正確に把握することが難しい場合があ
ると想定されるため､仮消込を２回など､重複して更新しても処理は継続でき
るよう(差分上書き)にしていただきたいです。

4 財務会計システム､社会保障系システム等のシステム改修
費用に関する財政措置についてはいかがでしょうか。

｢地方税共通納税システム 地方税以外の公金収納に関する 見積参考資料【概
要】【各公金の担当課及び税務担当課向け】｣に､ｅLTAXを活用した公金収納
を行うために必要な財務会計システム等の改修費用について､財政措置を検
討中とありますが､どのような状況でしょうか。
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Appendix(税目･料金番号)

税目・
料金番号

名称
略称名

備考
全角4文字以内 全角5文字以内 半角8文字以内 半角10文字以内

201 水道使用料 水道料 水道料金 ｽｲﾄﾞｳ ｽｲﾄﾞｳﾘﾖｳ
202 下水道使用料 下水道料 下水道料金 ｹﾞｽｲﾄﾞｳ ｹﾞｽｲﾄﾞｳﾘﾖｳ
203 水道使用料・下水道使用料 上下水道 上下水道料 ｼﾞﾖｳｹﾞｽｲ ｼﾞﾖｳｹﾞｽｲ
204 国民健康保険料 国保料 国民健保料 ｺｸﾎﾘﾖｳ ｺｸﾎﾘﾖｳ
205 介護保険料 介護保険 介護保険料 ｶｲｺﾞﾎｹﾝ ｶｲｺﾞﾎｹﾝﾘﾖｳ
206 後期高齢者医療保険料 後期高齢 後期高齢者 ｺｳｷｺｳﾚｲ ｺｳｷｺｳﾚｲｼﾔ
207 道路占用料 道路占用 道路占用料 ﾄﾞｳﾛｾﾝﾖｳ ﾄﾞｳﾛｾﾝﾖｳ
208 行政財産目的外使用許可使用料 財産使用 財産使用料 ｻﾞｲｻﾝｼﾖｳ ｻﾞｲｻﾝｼﾖｳ
209 港湾占用料 港湾占用 港湾占用料 ｺｳﾜﾝｾﾝﾖｳ ｺｳﾜﾝｾﾝﾖｳ
210 河川占用料 河川占用 河川占用料 ｶｾﾝｾﾝﾖｳ ｶｾﾝｾﾝﾖｳ
215 土地賃貸料 土地賃貸 土地賃貸料 ﾄﾁﾁﾝﾀｲ ﾄﾁﾁﾝﾀｲﾘﾖｳ
216 保育所利用料 保育料 保育料 ﾎｲｸﾘﾖｳ ﾎｲｸﾘﾖｳ
217 認定こども園利用料 こども園 こども園料 ｺﾄﾞﾓｴﾝ ｺﾄﾞﾓｴﾝﾘﾖｳ
218 幼稚園利用料 幼稚園料 幼稚園料 ﾖｳﾁｴﾝﾘﾖｳ ﾖｳﾁｴﾝﾘﾖｳ
219 高校授業料 高校授業 高校授業料 ｺｳｺｳ ｼﾞﾕｷﾞﾖｳﾘﾖｳ
220 学校給食費 学校給食 学校給食費 ｷﾕｳｼﾖｸ ｷﾕｳｼﾖｸﾋ
221 放置違反金 放置違反 放置違反金 ﾎｳﾁｲﾊﾝｷﾝ ﾎｳﾁｲﾊﾝｷﾝ
223 住宅使用料 住宅使用 住宅使用料 ｼﾞﾕｳﾀｸ ｼﾞﾕｳﾀｸｼﾖｳ
224 寄附金 寄附金 寄附金 ｷﾌｷﾝ ｷﾌｷﾝ
225 特定公金(資金決済法の制約を受ける公金) 特定公金 特定公金 ﾄｸﾃｲｺｳｷﾝ ﾄｸﾃｲﾉｺｳｷﾝ
244 集合納付(公金用) 集合納付 集合納付 ｼﾕｳｺﾞｳ ｼﾕｳｺﾞｳ 税と税以外が混在した納付書は作成不可
245 分割納付(公金用) 分割納付 分割納付 ﾌﾞﾝｶﾂﾉｳﾌ ﾌﾞﾝｶﾂﾉｳﾌ 税と税以外が混在した納付書は作成不可
246 分担金 分担金 分担金 ﾌﾞﾝﾀﾝｷﾝ ﾌﾞﾝﾀﾝｷﾝ
247 負担金 負担金 負担金 ﾌﾀﾝｷﾝ ﾌﾀﾝｷﾝ
248 使用料 使用料 使用料 ｼﾖｳﾘﾖｳ ｼﾖｳﾘﾖｳ
249 手数料 手数料 手数料 ﾃｽｳﾘﾖｳ ﾃｽｳﾘﾖｳ
250 その他公金 公金 公金 ｺｳｷﾝ ｺｳｷﾝ

251～260 公金１～公金１０ 公金１～１０ 公金１～１０ ｺｳｷﾝ1～10 ｺｳｷﾝ1～10
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株式会社日立製作所
株式会社日立システムズ

2024/１２/18

地方公共団体への公金納付のデジタル化に係る実務検討会（第７回）
システムベンダーにおける検討状況等について

 この度は弊社グループにご紹介のお時間をいただき、ありがとうございます。

   地方公共団体への公金納付のデジタル化に関して、弊社グループが対応している自治体様向けの対応について、

現時点での検討状況をご報告させていただきます。

　構成員提出資料２
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弊社グループの自治体様における対応パターン例

 弊社グループが対応している自治体様においては、自治体様や各業務に応じて、収納業務を、収納管理システム、財務会計システ

ム、または各業務システムでそれぞれ対応している状況です。

   そのため、今回公金収納のデジタル化に伴い必要となるeLTAX連携機能のための必要機能についても、それぞれのシステムが対

応するために検討を進めている状況です。

 次スライドから、各対応例①～③における業務の流れをご説明いたします。

# eLTAX連携のための必要機能 対応例① 対応例② 対応例③

1 eLTAX納付書の発行 統合収納システム 財務会計システム 各業務システム

2 納付書情報のeLTAXへのアップロード 統合収納システム 財務会計システム 各業務システム

3 eLTAX納付情報の受信・更新 統合収納システム 財務会計システム 各業務システム

収納管理システム
で対応

財務会計システム
で対応

各業務システム
で対応
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eLTAX（地方税共通納税）

収納管理システム

【対応例①】納付書の発行・消込を収納管理システムで実施する場合

納付者

自治体指定の金融機関

各業務システム

③eLTAX納付書の発行
⑤eLTAX納付書の受領

③調定額の反映

⑥納付書情報アップロード

⑦QRコード読み込み

⑨納付情報(納付前)の受信

⑧納付情報(納付前)の発行

納付者の登録口座等 eLTAX共通口座 自治体の指定口座

⑩ペイ払い・MPN納付等 ⑭送金

⑪納付金額と納付情報
（納付前）の突合

⑬納付情報の受信・更新
・納付情報管理ファイル
・納付情報（納付日）
・納付情報（自治体指定口座への入金日）

⑮収納金と納付情報の
 照合・消込

（適宜）納付状況の参照

財務会計システム

⑯納付情報の連携

⑫納付情報（納付後）の送信

ファイル
連携

データアップロード

※納付情報未アップロードの場合はアップロード依頼

収納管理システムがeLTAX連携対応済のため、eLTAX連携・QRコード対応の科目に対象業務を追加することで対応予定

既存機能に科目追加

することで対応可能

①調定額の決定・入力

④eLTAX納付書の再発行

②eLTAX納付書の発行
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【対応例②】納付書の発行・消込を財務会計システムで実施する場合

納付者

eLTAX（地方税共通納税）

自治体指定の金融機関

財務会計システム

③eLTAX納付書の発行④eLTAX納付書の受領

⑤納付書情報アップロード

⑧納付情報(納付前)の受信

⑦納付情報(納付前)の発行

納付者の登録口座等 eLTAX共通口座 自治体の指定口座

⑬送金

システム外（Excel等）

①調定額の決定・入力

②調定額の反映

⑩納付金額と納付情報
（納付前）の突合

⑫納付情報の受信・更新

⑭収納金と納付情報の
 照合・消込

⑪納付情報（納付後）の送信

（適宜）納付状況の参照

⑨ペイ払い・MPN納付等

⑤QRコード読み込み
※納付情報未アップロードの場合はアップロード依頼

財務会計システムにeLTAX・QRコード対応機能を新規開発する想定（財務会計は個別カスタマイズが多く個別対応が多くなる想定）

赤字の機能を

新規開発する必要あり

・納付情報管理ファイル
・納付情報（納付日）
・納付情報（自治体指定口座への入金日）
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【対応例③】納付書の発行・消込を業務システムで実施する場合

納付者

eLTAX（地方税共通納税）

自治体指定の金融機関

各業務システム

①調定額の決定・入力

②eLTAX納付書の発行③eLTAX納付書の受領

④納付書情報アップロード

⑦納付情報(納付前)の受信

⑥納付情報(納付前)の発行

納付者の登録口座等 eLTAX共通口座 自治体の指定口座

⑫送金

財務会計システム

⑨納付金額と納付情報
（納付前）の突合

⑪納付情報の受信・更新

⑬収納金と納付情報の
 照合・消込 ⑭納付情報の連携

⑩納付情報（納付後）の送信

⑨ペイ払い・MPN納付等

※納付情報未アップロードの場合はアップロード依頼
⑤QRコード読み込み

ファイル
連携

業務システムが未対応の場合、eLTAX連携・QRコード対応機能を新規開発要。（対応済の場合、科目に対象業務を追加して対応）

各機能に未対応の業務

システムの場合、赤字

の機能を新規開発する

必要あり

・納付情報管理ファイル
・納付情報（納付日）
・納付情報（自治体指定口座への入金日）

データアップロード
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各システムおける検討状況

令和8年9月の運用開始に向け、以下の考え方で検討を進めている状況です。

# システム名 パッケージ対応方針 備考

1 収納管理（統合収納） 既存機能改修 既存機能に対象業務を追加する対応を想定。

2 財務会計 新規機能開発 道路占用料、行政財産使用料は財務会計の機能を利用する想定。

3 国民健康保険 ー 市町村事務処理標準システムを利用するため、SE作業のみの想定。

4 介護 新規機能開発

5 後期高齢 新規機能開発

6 公営住宅使用料 既存機能改修 収納管理（統合収納）の機能を活用して対応。

7 水道料金 新規機能開発

※あくまで現時点の状況となりますので、方針が変更となる可能性がございます。
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自治体様への連絡事項

✓対応にあたり、自治体様によって対応スケジュールが異なりますので、弊社グループ各担当にご相談いただけ

 ますようお願いいたします。

✓特に、システムから出力される帳票（納付書）の修正が必要となりますので、ご留意いただけますようお願い

 いたします。

地方公共団体への公金納付のデジタル化の推進に向け、弊社グループ一同最大限ご支援する所存ですので、

引き続きどうぞよろしくお願いいたします。



Fujitsu Restricted

2024年12月18日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社

公金収納デジタル化に向けた
検討事項について

打合せ資料部紹介資料

構成員提出資料３
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公金収納作業の流れについて

© 2024 Fujitsu Japan Limited

①地方税共同機構連携
eL-QRで支払われた納付済データを自治体指定の
口座ごとに納付済データを振分け(最大3口座)後、
各個別システムへ取込

②窓口収納チャネル連携
銀行窓口で納められたかつeL-QR連携以外の納付済
通知書は取りまとられた後、入力作業を実施し、各
個別システムへ取込

③財務会計システム連携
各個別システムで取り込まれた収納済データから作成
された科目データを財務会計システムへ取込処理を実施

①地方税共同機構連携
eL-QRで支払われた納付済データを自治体指定の
口座ごとに納付済データを振分け(最大3口座)後、
各個別システムまたは収納統合処理へ連携

②窓口収納連携
銀行窓口で納められたかつeL-QR連携以外の納付済
通知書は取りまとられた後、入力作業を実施し、収納
統合処理後、各個別システム及び財務会計システムへ取込

③財務会計システム連携
各個別システムは収納済データを取込後、財務会計
処理から連携された科目データと照合作業を実施

公金業務パターン１

公金業務パターン２

2

①

②

③

①

②

③
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標準化帳票の検討状況について

© 2024 Fujitsu Japan Limited

地方税共同機構様からの納付済データの仕分

(1)標準化及び公金収納デジタル化に伴い以下事項の調整

3

①新納付済通知書のＯＣＲラインの設定

・大量印刷と窓口時で印字されるＯＣＲラインの内容

・窓口収納で取扱う場合のOCR読取設定、データエントリーシステムでの入力規則の設定

②地方税共同機構様から受領した収納済データの取扱い

・口座ごとに分類された、税以外の収納済データを各債権ごとの分類する対応部署の調整
※税は共通納税で対応済みのため従来の作業プロセスを実施

・特定案内キー、確認番号のルールの検討

各個別システムごとの標準仕様で推進した場合の課題事項と対応案を検討中です。

・各個別システムごとの収納済データの分割、連携方法の検討(特に公金収納デジタル化に向けた科目について)



Fujitsu Restricted

標準化帳票の検討状況について

© 2024 Fujitsu Japan Limited

自治体様での納付書の仕様検討状況について

(1)標準化並びに公金収納デジタル化に向けた納付書の検討状況

①納付書作成に関するガイドライン(抜粋)

②標準化に伴い検討案例

主な特長

・eLマークの記載(マル公は推奨)

・eL-QR：地方税統一QRコードが印字されていること

・eL番号の印字(案件特定キー等)、済通知書欄必須、原符、領収欄は推奨

・納付書の構成：3票式であること（｢済通｣、｢原符｣、｢領収証書｣）

・払込ＩＤ：マル公は不可

・OCRラインの印字を省略

・OCRラインの印字欄へeLQRコードの読取が不可時の注意書きの記載

自治体様にて検討中の納付済通知書の検討例

・OCRラインの印字を省略した納付済通知書はOCR仕様で取込検討

4

・OCRラインに納付金額(0円)以外の自治体様特定項目の印字の検討
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納付済データの識別について
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自治体様での納付書の仕様検討状況について

(1)納付情報の特定について(納付区分(3桁)、案件特定キー(20桁)、確認番号(6桁)の設定）

納付区分で、特定された科目コード以外の｢延滞金｣、｢使用料｣、「負担金」、
｢分担金｣等については、案件特定キー及び確認番号で以下の事項の検討が必要と
なります。※資金への色付け方法の検討

・年度（会計）：いつのお金か(現年、過年、滞納)
・所属コード ：どこの発行分の納付情報か
・科目コード ：どこのお財布の納付済み情報か
・その他自治体様で管理区分(区コード(政令市限定))

上記、標準化及び公金収納デジタル化に伴い発行される特定案内キー、確認番号の採番ルール
・eL-QRにて納付後の各個別システムへのデータ連携先の特定が困難
・窓口収納から取り込まれた納付済通知書の引き渡し先の特定が困難
・特定案内キー、確認番号が重複した場合の納付済データの特定方法
自治体様の各システムごとに採番する案件特定キーについては、自治体様ごとに庁内で共通ルールの検討が必要と考えます。

特定された科目コード

特定された科目コード以外

税目・料金番号一例

凡
例

5
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※弊社提供 ＢＰＯサービス

© 2024 Fujitsu Japan Limited6



Thank you
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株式会社ＴＫＣ 地方公共団体事業部

令和６年１２月１８日

公金収納におけるeLTAX活用に
向けたＴＫＣの対応について

構成員提出資料４
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行 項目 2021年度
（令和3年度）

2022年度
（令和4年度）

2023年度
（令和5年度）

2024年度
（令和6年度）

2025年度
（令和7年度）

2026年度
（令和8年度）

2027年度
（令和9年度）

1
国
の
動
向

標準化の動き

ガバメントクラウド

地方税の動き

2

シ
ス
テ
ム
標
準
化
へ
の
取
組
み

標準準拠システム開発

3
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
・

ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
へ
の
移
行

ガバメントクラ
ウド先行事業

4 各団体様の
移行業務支援

5

税
デ
ジ
タ
ル
化

次期eLTAX更改・
公金対応（R8.9）

地方税関係通知の
電子化（R9.4）

システム開発

• 標準準拠システムへ
の移行

• ガバメントクラウド
への移行

• 運用テスト、研修、

現行
システム
概要調査

差異分析・対応案検討

インフラ構成検討

文字同定（MJ同定）

移
行
計
画
書
策
定

推進体制 システム移行計画検討

先行団体
標準準拠システム移行
ガバメントクラウド
移行

住基2.0
第１ＧＰ

ガバメントクラウド先行事業 本番運用開始

システム標準化基本方針【第1.0版】
データ要件・連携要件
ガバメントクラウド利用基準
第２ＧＰ

仕様の改定に合わせて機能強化対応

ガバメントクラウド先行事業

システム間連携の検証事業

ガバメントクラウド
検証事業

次期eLTAX更改・公金対応
地方税関係通知の
電子化

自治体システム標準化・共通化
対応期限

団体連動
試験

団体連動
試験

本番運用開始

本番運用開始

本番運用開始（順次）

申告・申請等税務手続きの拡大

公金対応は、システム標準化及び
次期eLTAX更新の対応と並行

して進める必要がある

１．ＴＫＣの全体スケジュール

システム開発等団体への
周知
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eLTAXeLTAX電子申告
／申告税納付

（PCdesk 等）

eL-QRによる納付

支払サイト等

eLTAXポータル
（電子申告・共通納税）

※申告税

共通納税
インターフェース

システム
（共通納税IFS）

金融機関窓口

MPN（情報リンク方式/
ダイレクト方式）

MPN
（一括伝送方式）

納付書情報

クレジット

収納代行事業者
(地方団体様独自分)クレジット・コンビニ収納・ペイ 等

納付情報

納付書
マスタ

ペイ
（スマホアプリ）

地方団体様独自
（クレジット、コンビニ、ペイ等）

MPN（ダイレクト方式/
情報リンク方式）

クレジット

ペイ払い

納付ポータル

QRコード付き納付書

納税者
共通口座
各チャネルからの収納金を集約

クレジット
収納代行事業者

金融機関
口座振替依頼

振込情報・資金地方団体様独自
（口座振替）

地方団体

団体基幹
システム
(地方税)

団体基幹
システム

(財務会計)

団体基幹
システム

(国保)

振込
（平日毎日）

納付情報

・
・
・

法人 個人

税理士法人

①
• 共通機関コード毎に納付
情報作成。

• 納付情報ファイル等のダウ
ンロード元が審査サーバか
ら共通納税IFSへ変更。

②
• 公金に関連する組織が

eLTAXに新規参入
（水道局、会計課など）

• 対象となる業務システムの
改修

２．公金収納におけるeLTAXの活用後の実現イメージ

公金収納対応後の実現イメージは以下のとおりです（公金収納対応によって変更等が生じる箇所を赤字で記載）。
特に、①から②が団体が提供するサービスに影響します。
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 公金収納に係る関連システムの対応

想
定
さ
れ
る

対
応

 各団体のサービス開始に遅滞なく対応できるよう、公金収納に係る関連システムは
令和７年度中を目途に、システム対応を完了する開発計画の策定が必要

 業務が多岐に渡り部門横断的な対応が必要

＜想定される関連システムの事例（公金を取り扱うシステム）＞

• 財務会計システム
• 介護保険システム
• 子ども子育て支援システム
• 給食費管理システム
• 公営企業会計システム
• 公営住宅システム
• 受益者負担金システム
• 町設置型合併浄化槽（分担金・使用料）
• し尿処理手数料管理

• 収納消込システム
• 後期高齢者医療システム
• 学童保育システム
• 水道料金システム
• 公共施設案内・予約システム
• 浄化槽使用料
• 農業費分担金
• し尿管理
• 高齢者福祉

３．提供するサービスへの影響
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税目・
料金番号 名称（仮）

略称名（仮）
全角４文字以内 全角５文字以内 半角８文字以内 半角10文字以内

201 水道使用量 水道料 水道料金 ｽｲﾄﾞｳ ｽｲﾄﾞｳﾘﾖｳ

202 下水道使用料 下水道料 下水道料金 ｹﾞｽｲﾄﾞｳ ｹﾞｽｲﾄﾞｳﾘﾖｳ

203 水道使用量・下水道使用料 上下水道 上下水道料 ｼﾞﾖｳｹﾞｽｲ ｼﾞﾖｳｹﾞｽｲ

204 国民健康保険料 国保料 国民保険料 ｺｸﾎﾘﾖｳ ｺｸﾎﾘﾖｳ

205 介護保険料 介護保険 介護保険料 ｶｲｺﾞﾎｹﾝ ｶｲｺﾞﾎｹﾝﾘﾖｳ

206 後期高齢者医療保険料 後期高齢 後期高齢者 ｺｳｷｺｳﾚｲ ｺｳｷｺｳﾚｲｼﾔ

207 道路占用料 道路占用 道路占用料 ﾄﾞｳﾛｾﾝﾖｳ ﾄﾞｳﾛｾﾝﾖｳ

208 行政財産使用料 財産使用 財産資料料 ｻﾞｲｻﾝｼﾖｳ ｻﾞｲｻﾝｼﾖｳ

209 港湾占用料 港湾占用 港湾占用料 ｺｳｾﾝｾﾝﾖｳ ｺｳﾜﾝｾﾝﾖｳ

210 河川占用料 河川占用 河川占用料 ｶｾﾝｾﾝﾖｳ ｶｾﾝｾﾝﾖｳ

215 分担金 分担金 分担金 ﾌﾞﾝﾀﾝｷﾝ ﾌﾞﾝﾀﾝｷﾝ

216 負担金 負担金 負担金 ﾌﾀﾝｷﾝ ﾌﾀﾝｷﾝ

217 使用料 使用料 使用料 ｼﾖｳﾘﾖｳ ｼﾖｳﾘﾖｳ

218 手数料 手数料 手数料 ﾃｽｳﾘﾖｳ ﾃｽｳﾘﾖｳ

219 その他公金 その他公金 その他公金 ｿﾉﾀｺｳｷﾝ ｿﾉﾀｺｳｷﾝ

 税目・料金番号については、各地方団体において名称や取扱い等が多種多様であることから、「地方公共団体への公金納付のデジタル化に係
る実務検討会（令和５年９月）」において、税目・料金番号に限りがあることも踏まえ下記のとおり全国共通の標準コードとして整理
したため、下記番号以外は使用できないことに留意

 そのため、地方団体において、下記番号に加えてさらに詳細な区分管理が必要となる場合は、eL-QR格納項目のうち「案件特定キー」等を地
方団体が独自の規則で区分管理することにより対応

３．当社サービスへの影響

細分化をご検討いただき
ありがとうございました
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地方税共通納税システム
（管理：共通納税機関コード単位）

共通納税機関
（共通納税機関コード②）

（例：○○市 普通会計の地方税以外の公金）

地方団体
（上限3コードまで）

【補足】
納付情報ファイルの連携単位については、現行シス
テムでは地方団体単位で作成していたが、各団体で
複数の共通納税機関コードを保有することに伴い、
共通納税機関コード単位で作成することに変更する。

公金：納付情報ファイル
（1ファイル）

上下水道：納付情報ファイル
（1ファイル）

共通納税機関
（共通納税機関コード①）

（例：○○市 地方税）

共通納税機関
（共通納税機関コード③）

（例：○○市 上下水道）

税：納付情報ファイル
（1ファイル）

 １つの共通納税機関コードにつき１つの納付情報ファイルが配信されることから、地方団体は必要に応じて納付情報ファイルを
「税目・料金番号」や団体が設定した「案件特定キー」等で分割等を行った上で財務会計システムや各公金を管理しているシステムへ取込む
対応が必要、また、１つの共通納税機関コードにつき１つの入金口座を設定

 eLTAXを活用した公金収納への対応にあたり、１団体につき、現行の地方税に係るものを含め、原則上限３つまで共通納税機関
コードを取得可能

 現行の地方税に係るものを含め、原則上限３つの範囲内で共通納税機関コードを任意に複数取得していただくことを想定

＜共通納税基幹コードと納付情報ファイルの関係 ＞

公金収納の対応に伴い
新たに追加

３．当社サービスへの影響
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 庁内の方向性の検討及び決定
• 庁内の取りまとめ部局
• 実施（したい）対象とする公金種類の選定

 方向性の実現に向けた事前準備及び体制整備
• システム対応状況の確認やインフラ環境の整備
• 実施スケジュール（関連機関等の審査等含む）
• システムや運用フロー変更に伴う業務整理

 実現に向けた予算の確保

４．団体及び社内への周知していること
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４．団体への情報周知
プライベートフェアや当社が発行する情報誌等を活用して情報周知を図っています。
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 その他公金に相当数の科目が入ることが予想され、ベンダー間で案件特定キーの重複の可能性がある。
また、複数ベンダーのデータが混在するため、収納データの特定が困難になる可能性がある。

 実施部局（特に e L T A X未導入部局）や対応時期が団体ごとに異なることによる導入支援業務の煩雑化。
標準化・共通化対応や同時期の更改業務等の状況も鑑みて実施する必要がある。

 複数科目の集約されることで、支払い時の科目名称がその他公金となってしまうことにより、利用者の
混乱などの恐れがある。

 市区町村ごとに３口座に分割できるが、一般会計、特別会計、公営企業会計と会計分類ごとに分ける以外
に科目単位に口座を分けている事例がある。入金口座が集約されることによる、事務の煩雑化の可能性が
ある。

 市区町村で以下の事項を整理する必要がある。
＜整理事項（例）＞
①公金納付の対象科目の選定と取りまとめ部局の選定
②①対象科目のベンダー対応可否の確認。連携方法の確認
※その他公金に複数ベンダーがまたがる場合は、案件特定キー付番方法の整理等が必要。

③入金対象の口座の分類方法
 市区町村のベンダーへの問い合わせ先が不明瞭（認定委託先事業者への問い合わせなど）。

５．想定される課題
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URL

TEL

Address

https://www.tkc.jp/lg/

028-648-2111

〒320-8644 栃木県宇都宮市鶴田町1758

TASKクラウド
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